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当事者も見落としているスポーツと SDGs の関係 
国 内 外 の 関 係 者 へ の 調 査 に よ り 浮 き 彫 り に な っ た 日 本 で の 理 解 不 足

  
日本スポーツ振興センター（JSC：JAPAN SPORT COUNCIL）はこの度 Swiss Academy 

for Development (SAD)とスポーツを通じた社会課題の解決や持続可能な開発に関するグロ

ーバルなアンケート調査を実施しました。１０８か国※1 から集められた合計６８１の回答

を精査した結果、日本では SDGs や関連する国際的なスポーツ政策の認識割合が海外に比

べて半分以下と大幅に低い数値となりました。同様に、SDGs 等が自身の活動に与える影響

を問う質問についても、日本では半数以上が「わからない」と回答し、国内においてスポー

ツと社会課題の解決の関連性が理解されていない現状が浮き彫りになっています。 

また、国内外の回答者双方からスポーツを通して社会課題の解決を図る事業を実施する上

で、スポーツ界以外との協働の難しさやスポーツ界における競技力優先の傾向、人材や資金

の不足といった課題が指摘され、スポーツの特質を社会課題解決に繋げていく事業の立案・

モニタリング・評価方法や資金・資源調達方法といったプロジェクトマネジメントスキルの

獲得や向上に対する要望が寄せられました。 

本アンケート調査は JSC と SAD が共同で行っている『スポーツを通じた SDGs マネジメ

ント手法ガイドブック』開発プロジェクトの一環として行ったものであり、スポーツが社会

課題の解決に有用であることの浸透と効果的な事業を実施する人材の育成を目的として同

ガイドブックを２０２１年夏頃に発行する予定です。発行後、調査において高い要望を確認

した公的部門に対し、日本では JSN※2を通じて導入を図っていく予定です。 

なお、プロジェクトのアドバイザリー・コミッティーには国際連合教育科学文化機関

（UNESCO、ユネスコ）、国際オリンピック委員会（IOC）、国際パラリンピック委員会（IPC）

の開発部門を担っているアギトス財団、ローレウススポーツフォーグッド財団からの代表者

が名を連ね、公益財団法人東京オリンピック･パラリンピック競技大会組織委員会の東京２

０２０参画プログラム（東京２０２０応援プログラム）としても認証されています。 

※1 地域による回答割合：オセアニア 7%、アジア（中東除く）45%、中東・北アフリカ 2%、サハラ以

南のアフリカ 10%、ヨーロッパ 25%、北アメリカ 5%、ラテンアメリカ・カリブ海地域 5%   
※2 JAPAN SPORT NETWORK：スポーツと地域を活性化する総合的なスポーツ政策プラットフォーム 

 東京２０２０応援プログラム  
 



 

質問内容 解説 
1. スポーツと開発分野に関係する国際的な政策・計画・枠組みへの認

識 

 

日本における認識は海外

と比較するといずれも極

端に低く、「SDGs／持続

可 能な 開発 のため の

2030 アジェンダ」を認識

していたのは35%のみで

海外（79%）の半分にも満

たない。 

2. SDGs／2030 アジェンダの自身の活動への影響度 

 

海外で「影響あり」あるい

は「大いに影響あり」と回

答した人（47%）は「全く

影響なし」あるいは「少し

影響あり」と回答した人

（29%）より多かった一

方で、日本では「全く影響

なし」あるいは「少し影響

あ り」 と回 答した 人

（28%）の方が多く、「わ

からない」と回答した人

も 5 割を超え海外との差

が明白。 
3. 開発のためのスポーツ事業をより良くマネジメントするために必

要な知識・スキル 

 

スポーツの特質を意図的

に組み込み開発へ用いて

いく事業の立案・モニタ

リング・評価方法や資金・

資源調達方法、持続可能

性の確保等の知識やスキ

ルアップが特に求められ

ていることが読み取れ

る。 

※本調査はスポーツや開発に関わる者を対象に２０１９年後半に実施。国内は主に自治体関係者が対象。 
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